
和06年  4月 16日

中施策事業名
電子自治体推進協議会事業 部課名 行政経営部・情報システム課

作成者 長野　直之

①めざすまちの姿
25 市職員の顧客サービス向上の意識が高く、市民のほうを見て仕事をしている

②大施策
顧客サービス向上の意識を高め、市民本位の仕事をする

③中施策
市民に満足してもらおうという意識を高く持ち、サービスの向上を図る

④中施策事業の対象
市内在住、在勤、在学者及び市外の申請システム利用者

⑤中施策事業の意図
電子自治体化を県域で効率よく格差なく推進し、市民の利便性向上や行政の効率化のた

め、システムの共同利用をはじめ、新たな課題やニーズに広域で研究、対応する。(対象をどのようにしたいですか)

⑥中施策事業を構成する
・共同利用型施設予約システム運営事業・あいち電子自治体推進協議会

・電子申請届出システム運営事業　　　・電子自治体構築事業
事務事業(手段) ・共同セキュリティ監査事業

■評価指標

中 ・ 長 期 成 果 に 対 す る 目 標 達 成 状 況

電子申請届出シス事業実施年度 令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度
テムの利用件数

目標値 5,000 5,100 5,200 5,300 0 0

実績値 6,353 7,961
単位 件

施設予約システム事業実施年度 令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度
利用者数

目標値 2,600 2,700 2,800 2,900 0 0

実績値 3,318 3,674
単位 人

※のついた指標はまちづくり指標に同じ

■コスト

事業実施年度
決算額 決算額 予算額

令和04年度 令和05年度 令和06年度

①　総事業費(a＋b) 2,122千円 2,176千円

a 事業費合計 2,122千円 2,176千円 2,475千円

人
件
費

人数 0 人 0 人

正規職員
b 金額 0千円 0千円

非常勤一 人数 0 人 0 人

般職員等
金額 0千円 0千円

（事業費に含む）

人件費合計 0千円 0千円

中

②　補助金等（収入）

施

0千円 0千円 0千円

③

策

　コスト（①－②） 2

評

,122千円 2,17

価

6千円

市民一人あたり

書

コスト 31 円 32 円
（

作

③／市の人口(評価対

成

象年度末時点)）

日　令



いますか 貢献できた ○ Ａ

重点をおく指標は妥当でしたか 妥当であった ○

中施策実現に向けて、事務事業は
○

 （２）妥当性
それぞれの役割を果たしていますか 期待された役割を果たしている

Ａ(事業の役割が重複していませんか)

自治体が関与するのは妥当ですか 妥当であった ○

 （３）効率性 評価指標達成に対する予算規模・単位コ 適正であった △ Ｂ
ストは適正ですか

 （４）進捗状況 中施策事業は計画通りに進んでいますか 計画より進んでいる、計画通り ○ Ａ

■総合評価

A

電子申請届出システムについては、件数増となり目標値も達成した。今後も電子での申請

上記までの評価 は必須であるため本事業は必要。

指標、コスト、各 施設予約システムについては、ＳＬＡ（Service Level Agreement）が担保されていない

項目評価の観点 状況もあるが、利用者側に影響のない状況で運用されている。

からの分析

■改善案の検討

デジタルで行えるよう準備することが当

■

たり前になってきてい

評

るため、ＤＸ推進の視

価

点か

らも県下共同シス

評

テムの利活用を促し、

価

他団体がどのような活

項

用をしているかを情報

目

収集
現年度に実施可

し

内

、取り入れる。電子申

容

請届出システムについ

評

ては、令和7年度の更

価

改が決定しているの
能

結

な改善･調整事
で、新

果

たな取組も視野に担当

成

課が活用しやすいよう

果

支援を行う。
項

申請関

指

係については、類似の

標

システムをいくつも運

は

用することのないよう

目

次期システムの

機能や

標

利用方法を把握し、全

値

庁で活用範囲を拡大し

を

ていく。
翌年度以降に

達

実

施可能な改善･調

整

成

事項

事業名 内容、理由

し

、時期等

今後、改善･

て

拡大

する事業

事業名(

い

仮称) 内容、理由、時

ま

期等

今後、実施すべき

す

新規事業

事業名 内容、

か

理由、時期等

今後、休

目

廃止する

事業

標達成 ○

 （１）有効性 大施策に貢献して



和06年  6月 10日

中施策事業名
庁内機器及びシステム導入・運用 部課名 行政経営部・情報システム課

管理事業 作成者 長野　直之

①めざすまちの姿
25 市職員の顧客サービス向上の意識が高く、市民のほうを見て仕事をしている

②大施策
顧客サービス向上の意識を高め、市民本位の仕事をする

③中施策
市民に有益な事業を実施する仕組みと組織体制を構築する

④中施策事業の対象
市民、職員

⑤中施策事業の意図
行政情報システムを利用した行政サービスを効果的かつ安定して提供するため、庁内に

設置されたサーバ機器及び情報システムについて、機密性、完全性、可用性を最適化し(対象をどのようにしたいですか)

た運用管理を行う。システム導入は、費用対効果、全体最適化を考慮した調達を行う。

⑥中施策事業を構成する
・情報システムの調達、運用、管理事業

・サーバ、PC等機器の調達、運用、管理事業
事務事業(手段) ・内部ネットワークの運営、管理事業

・ヘルプデスク業務に関すること

■評価指標

中 ・ 長 期 成 果 に 対 す る 目 標 達 成 状 況

市民サービスに直事業実施年度 令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度
接影響のあるシス

目標値 9 9 9 9 0 0テム停止時間

実績値 2.5 0
単位 時間

事業実施年度 令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度

目標値 0 0 0 0 0 0

実績値 0 0
単位

※のついた指標はまちづくり指標に同じ

■コスト

事業実施年度
決算額 決算額 予算額

令和04年度 令和05年度 令和06年度

①　総事業費(a＋b) 75,827千円 139,572千円

a 事業費合計 75,827千円 139,572千円 118,191千円

人
件
費

人数 0 人 0 人

正規職員
b 金額 0千円 0千円

非常勤一 人数 0 人 0 人

般職員等
金額 0千円 0千円

（事業費に含む）

人件費合計 0千円 0千円

②　補助金等（収入） 0千円 0千円 0千円

③　コス

中

ト（①－②） 75,8

施

27千円 139,57

策

2千円

市民一人あたり

評

コスト 1,102 円 2

価

,028 円
（③／市の

書

人口(評価対象年度末

作

時点)）

成日　令



いますか 貢献できた ○ Ａ

重点をおく指標は妥当でしたか 妥当であった ○

中施策実現に向けて、事務事業は
○

 （２）妥当性
それぞれの役割を果たしていますか 期待された役割を果たしている

Ａ(事業の役割が重複していませんか)

自治体が関与するのは妥当ですか 妥当であった ○

 （３）効率性 評価指標達成に対する予算規模・単位コ コストを縮減して目標が達成できた ○ Ａ
ストは適正ですか

 （４）進捗状況 中施策事業は計画通りに進んでいますか 計画より進んでいる、計画通り ○ Ａ

■総合評価

A

大きなシステム停止もなく、ネットワーク不具合等についても迅速に解消できた。

上記までの評価 昨年度と比較しコスト増となっているが、業務に利用するOfficeライセンスやプリンタの

指標、コスト、各 サポートや保守が担保でできるよう適切な更新を行った。

項目評価の観点

からの分析

■改善案の検討

大きな運用変更（ＬＧＷＡＮネットワークの無線化）やインフラの更新を予定し

■

ているた

め、業務利用

評

や将来を見据え職員が

価

効率よく事務遂行でき

評

るよう計画・調整・実

価

施をする
現年度に実施

項

可
こと。

能な改善･調

目

整事

項

今後クラウド化

内

が加速し、データの利

容

用も更に活発になって

評

いくことが想定される

価

ため、

構成・運用に適

結

したネットワーク構成

果

や導入を行いそれを評

成

価していく必要がある

果

。一律
翌年度以降に実

指

に基本的なチェックが

標

可能となるよう、指針

は

を定める必要がある。

目

施可能な改善･調

整事

標

項

事業名 内容、理由、

値

時期等

今後、改善･拡

を

大

する事業

事業名(仮

達

称) 内容、理由、時期

成

等

今後、実施すべき

新

し

規事業

事業名 内容、理

て

由、時期等

今後、休廃

い

止する

事業

ますか 目標達成 ○

 （１）有効性 大施策に貢献して



和06年  4月 15日

中施策事業名
マイナンバー法関係事務 部課名 行政経営部・情報システム課

作成者 長野　直之

①めざすまちの姿
25 市職員の顧客サービス向上の意識が高く、市民のほうを見て仕事をしている

②大施策
顧客サービス向上の意識を高め、市民本位の仕事をする

③中施策
市民に有益な事業を実施する仕組みと組織体制を構築する

④中施策事業の対象
市民

⑤中施策事業の意図
マイナンバー法に関連した手続き等の着実な実施と推進を担当課に働きかけ、遅延なく

事務を進めている。マイナンバー法に関連したネットワーク及びシステムの運用保守を(対象をどのようにしたいですか)

実施することにより、マイナンバー法関連事務が支障なく行なえている。

⑥中施策事業を構成する
・マイナンバー関連事務

・社会保障・税番号制度対応ネットワーク管理、運営事業
事務事業(手段)

■評価指標

中 ・ 長 期 成 果 に 対 す る 目 標 達 成 状 況

副本データ誤りの事業実施年度 令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度
発生件数

目標値 0 0 0 0 0 0

実績値 0 0
単位 件

番号連携サーバの事業実施年度 令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度
障害発生件数

目標値 0 0 0 0 0 0

実績値 0 0
単位 件

※のついた指標はまちづくり指標に同じ

■コスト

事業実施年度
決算額 決算額 予算額

令和04年度 令和05年度 令和06年度

①　総事業費(a＋b) 8,110千円 8,902千円

a 事業費合計 8,110千円 8,902千円 13,451千円

人
件
費

人数 0 人 0 人

正規職員
b 金額 0千円 0千円

非常勤一 人数 0 人 0 人

般職員等
金額 0千円 0千円

（事業費に含む）

人件費合計 0千円 0千円

②　補助金等（収入） 0千円 0千円 3,876千円

③　コスト（①－②） 8,110千円 8,902千円

市民一人あたりコスト 118 円 129 円
（③／市の人口(評価対象年度

中

末時点)）

施策評価書

作成日　令



いますか ある程度貢献できた △ Ｂ

重点をおく指標は妥当でしたか 妥当であった ○

中施策実現に向けて、事務事業は
○

 （２）妥当性
それぞれの役割を果たしていますか 期待された役割を果たしている

Ａ(事業の役割が重複していませんか)

自治体が関与するのは妥当ですか 妥当であった ○

 （３）効率性 評価指標達成に対する予算規模・単位コ 適正であった △ Ｂ
ストは適正ですか

 （４）進捗状況 中施策事業は計画通りに進んでいますか 計画より進んでいる、計画通り ○ Ａ

■総合評価

A

安定稼働できている。番号連携の活用や行政手続オンライン化については、今後様々な手

上記までの評価 続で活用が見込まれる。

指標、コスト、各

項目評価の観点

からの分析

■改善案の検討

自治体情報システム標準化に向け、番号連携関連の変更・更改について本格的な検討を行

う。
現年度に実施可

能な改善･調整事

項

独自利用事務やオンライン手続等について、事務軽減や市民サービスの向上に繋がる利

■

用

がないか等、常に視

評

野に入れて検討及び自

価

治体情報システム標準

評

化への移行を行う。
翌

価

年度以降に実

施可能な

項

改善･調

整事項

事業名

目

内容、理由、時期等

今

内

後、改善･拡大

する事

容

業

事業名(仮称) 内容

評

、理由、時期等

今後、

価

実施すべき

新規事業

事

結

業名 内容、理由、時期

果

等

今後、休廃止する

事

成

業

果指標は目標値を達成していますか 目標達成 ○

 （１）有効性 大施策に貢献して



和06年  12月 17日

中施策事業名
ＩＣＴ推進事業 部課名 行政経営部・情報システム課

作成者 長野　直之

①めざすまちの姿
25 市職員の顧客サービス向上の意識が高く、市民のほうを見て仕事をしている

②大施策
顧客サービス向上の意識を高め、市民本位の仕事をする

③中施策
市民に有益な事業を実施する仕組みと組織体制を構築する

④中施策事業の対象
市民、職員

⑤中施策事業の意図
ICT技術の活用によりDXに取組み、市民はいつでもどこでも必要な行政サービスを利用

できる。また職員の業務も効率化・省力化され、人的資源が必要な行政サービスを充実(対象をどのようにしたいですか)

させる。

⑥中施策事業を構成する
・DX推進事業（情報システムの標準化・共通化、行政手続オンライン化、AI・RPA利用

促進、テレワーク・Web会議・ペーパレス等推進
事務事業(手段) ・各種庁内推進組織（情報化推進本部会議等、デジタル人材の育成）・システムによる

業務改善検討

■評価指標

中 ・ 長 期 成 果 に 対 す る 目 標 達 成 状 況

ぴったりサービス事業実施年度 令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度
で可能な行政手続

目標値 26 27 30 32 0 0件数

実績値 25 25
単位 件

情報システム標準事業実施年度 令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度
化の進捗

目標値 10 40 80 100 0 0

実績値 5 10
単位 ％

※のついた指標はまちづくり指標に同じ

■コスト

事業実施年度
決算額 決算額 予算額

令和04年度 令和05年度 令和06年度

①　総事業費(a＋b) 6,552千円 10,275千円

a 事業費合計 6,552千円 10,275千円 34,128千円

人
件
費

人数 0 人 0 人

正規職員
b 金額 0千円 0千円

非常勤一 人数 0 人 0 人

般職員等
金額 0千円 0千円

（事業費に含む）

人件費合計 0千円 0千円

②　補助金等（収入） 0千円 0千

中

円 0千円

③　コスト（

施

①－②） 6,552千

策

円 10,275千円

市

評

民一人あたりコスト 9

価

5 円 149 円
（③／市

書

の人口(評価対象年度

作

末時点)）

成日　令



いますか ある程度貢献できた △ Ｂ

重点をおく指標は妥当でしたか 妥当であった ○

中施策実現に向けて、事務事業は
○

 （２）妥当性
それぞれの役割を果たしていますか 期待された役割を果たしている

Ａ(事業の役割が重複していませんか)

自治体が関与するのは妥当ですか 妥当であった ○

 （３）効率性 評価指標達成に対する予算規模・単位コ 適正であった △ Ｂ
ストは適正ですか

 （４）進捗状況 中施策事業は計画通りに進んでいますか おおむね計画通り △ Ｂ

■総合評価

B

行政オンライン化については、国の示す26手続中25手続が公開されている。

上記までの評価 DX推進事業としては、文書管理・電子決裁システムを導入し令和6年度文書から利用でき

指標、コスト、各 るよう整備し、議事録システムやChatGPT活用サービスの導入、チャットツールの活用を

項目評価の観点 進めDX研修を複数回行った。また、自治体情報システムの標準化については、国の定める

からの分析

■

標準仕様と現行システ

評

ムの差異分析をすると

価

ともにRFI（情報提

評

供依頼）を行った。

■

価

改善案の検討

自治体情

項

報システム標準化の移

目

行検討から実施を行う

内

ことに注力する。多く

容

の部署が関わ

るため、

評

調整と確認を怠ること

価

なく着実に行っていく

結

。
現年度に実施可

DX

果

推進研修は継続して行

成

い、実際の業務で活か

果

せるような内容となる

指

よう毎年度改善をし
能

標

な改善･調整事
実施す

は

る。
項

自治体DXにつ

目

いては、システム標準

標

化後に様々なデータ活

値

用（基盤）が想定され

を

るため、

他団体の検討

達

状況や先行実証、ベン

成

ダーからの情報収集を

し

行う。オンラインでの

て

申請（キ
翌年度以降に

い

実
ャッシュレス決済含

ま

む）や窓口予約が可能

す

となるようなデジタル

か

実装を行う。
施可能な

ほ

改善･調

整事項

事業名

ぼ

内容、理由、時期等

今

達

後、改善･拡大

する事

成

業

事業名(仮称) 内容

△

、理由、時期等

今後、

 

実施すべき デジタル実

（

装 オンラインで完結で

１

きる申請やキャッシュ

）

レス決済、窓口予約の

有

仕

新規事業 組みを導入

効

・活用し、行かない書

性

かない待たない行政手

大

続きを増や

していく。

施

（令和７年度実施）

事

策

業名 内容、理由、時期

に

等

今後、休廃止する

事

貢

業

献して



和06年  7月 31日

中施策事業名
情報発信推進事業 部課名 行政経営部・情報システム課

作成者 長野　直之

①めざすまちの姿
26 市民にとって必要な情報が提供され、行政が取り組んでいることが市民に分かりや

すい

②大施策
市民にとって必要な情報や行政の取り組みを市民に分かりやすく提供する

③中施策
市民が必要なときに見やすく手軽に行政の情報を受け取れるようにする

④中施策事業の対象
市民

⑤中施策事業の意図
受信者側のニーズを捉えた情報発信のチャンネルを用意し、導入とランニング及び安定

動作のための保守等に係るコストや利用者数などから、費用対効果を考慮した運営を行(対象をどのようにしたいですか)

う。

⑥中施策事業を構成する
・メール配信サービス事業

・オープンデータの推進事業　　　
事務事業(手段)

■評価指標

中 ・ 長 期 成 果 に 対 す る 目 標 達 成 状 況

メール配信サービ事業実施年度 令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度
ス利用登録者数

目標値 4,600 4,700 4,800 4,900 0 0

実績値 4,845 4,822
単位 件

オープンデータ項事業実施年度 令和04年度 令和05年度 令和06年度 令和07年度 令和08年度 令和09年度
目数（延べ）

目標値 24 26 28 30 0 0

実績値 18 18
単位 数

※のついた指標はまちづくり指標に同じ

■コスト

事業実施年度
決算額 決算額 予算額

令和04年度 令和05年度 令和06年度

①　総事業費(a＋b) 462千円 462千円

a 事業費合計 462千円 462千円 2,436千円

人
件
費

人数 0 人 0 人

正規職員
b 金額 0千円 0千円

非常勤一 人数 0 人 0 人

般職員等
金額 0千円 0千円

（事業費に含む）

人件費合計 0千円 0千円

②　補助金等（収入） 0千円 0千円 0千円

③　コスト（①－②） 462千円 462千円

市民一人あたりコスト 7 円 7 円
（③／市の人口(評価対象年度末時点)）

中施策評価書

作成日　令



いますか 貢献できた ○ Ｂ

重点をおく指標は妥当でしたか 妥当であった ○

中施策実現に向けて、事務事業は
○

 （２）妥当性
それぞれの役割を果たしていますか 期待された役割を果たしている

Ａ(事業の役割が重複していませんか)

自治体が関与するのは妥当ですか 妥当であった ○

 （３）効率性 評価指標達成に対する予算規模・単位コ 適正であった △ Ｂ
ストは適正ですか

 （４）進捗状況 中施策事業は計画通りに進んでいますか おおむね計画通り △ Ｂ

■総合評価

B

メール配信サービスの登録者数が微減した。配信数も増加していない。配信数が増加して

上記までの評価 いないことや他ツールでの配信があることを踏まえ、本サービス廃止を含めた検討を行っ

指標、コスト、各 た。

項目評価の観点 オープンデータについては、7市町オープンデータ推進会議を行いデータ整備や更新等を

からの分析 行った。

■改善案の検討

メール配信サービスについては他のツール（HPやSNS等）との連携

■

を行い、外国人向けに

評

多言語対応を行う。広

価

報担当と情報発信を拡

評

充するとともに本サー

価

ビスの活用を全庁的に

項

現年度に実施可
周知す

目

る。
能な改善･調整事

内

7市町オープンデータ

容

については、引続き会

評

議体での研究、検討を

価

行う。
項

情報発信事業

結

については、方法及び

果

管理ともに市からの「

成

情報発信」として総合

果

的に推進

していくこと

指

が望ましいため、次年

標

度以降の業務移管等含

は

めた運用について広報

目

担当部署
翌年度以降に

標

実
との調整を図る。

施

値

可能な改善･調

整事項

を

事業名 内容、理由、時

達

期等

今後、改善･拡大

成

する事業

事業名(仮称

し

) 内容、理由、時期等

て

今後、実施すべき

新規

い

事業

事業名 内容、理由

ま

、時期等

今後、休廃止

す

する

事業

か ほぼ達成 △

 （１）有効性 大施策に貢献して


